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大阪市住宅リフォーム助成条例（案） 

（目的） 

第１条 この条例は、市民が市内施工業者により、自己の居住する住宅等の改良・改善

工事を行った場合に、その経費の一部を助成することにより、市民の生活環境の向上に

資するとともに、多岐にわたる業種に経済効果を与え、市内産業全体の活性化を図るこ

とを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。 

 

(1) 個人住宅 自己の居住の用に供する戸建ての住宅をいう。 

(2) 併用住宅 建築物に個人住宅部分と店舗、事務所、賃貸住宅等（以下「非個人

住宅」という。）部分があり、建築物が一体として登記されている住宅をいう。 

(3) 併存住宅 建築物に個人住宅部分と非個人住宅部分があり、個人住宅部分と非

個人住宅部分とが区分して登記されており、かつ、当該建築物の個人住宅部分

と非個人住宅部分との玄関その他の共用部分が独立した住宅をいう。 

(4) マンション等集合住宅 複数の者が自己の居住の用に供するため区分所有して

いる一棟の住宅をいう。 

(5) 改良・改善工事 住宅の修繕、増築、模様替え、バリアフリー対応型住宅改修

等の住宅の機能維持及び環境の向上のために行う補修及び改善をいう。 

(6) 市内施工業者 住宅等の改良・改善工事を行う事業者で、市内に本店を有する

法人又は市内の個人事業者をいう。 

 

（助成対象者） 

第３条 住宅リフォーム資金の助成を受けることができる者（以下「助成対象者」とい

う。）は、次に掲げる要件を備えた者とする。 

 

(1) 本市の区域内に住所を有すること 

(2) 対象住宅の所有者であること 

 

（助成対象住宅等） 

第４条 助成の対象となる住宅等は、市内に存する個人住宅及びこれに付属する施設と

する。 

 

２ 前項に規定にかかわらず、マンション等集合住宅については、助成対象者の専有部

分のみを、併用住宅又は併存住宅については、居住部分のみを助成の対象とする。 

 

（助成対象工事） 

第５条 助成の対象となる改良・改善工事（以下「助成対象工事」という。）は、次に
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掲げるもので市内施工業者が行う工事とする。 

 

(1) 屋根のふきかえ、外壁の改修、ベランダの改修、玄関フードの設置及び補修等

の工事 

(2) 壁紙、天井、ふすまの張替え、カーペット、フローリング、畳の交換等の模様

替えのための工事 

(3) バリアフリー対応型住宅改修工事として次に掲げるもの 

  ア 段差を解消する工事 

  イ 廊下及び出入口の幅を確保する工事 

  ウ 低い浴槽に交換する工事 

  エ 手すりを浴室、階段、廊下、トイレ又は玄関に設置する工事 

  オ ホームエレベーター又は階段昇降機を設置する工事 

  カ 車いす対応キッチンを設置する工事 

  キ 高齢者又は身体障害者対応のトイレ又は洗面所を設置する工事 

(4) 二世帯住宅への改修工事 

(5) 環境負荷の低減を行うため、太陽光発電設備及び太陽熱発電設備を設置する改

修工事 

(6) 耐震、耐熱、暖房、防音等に伴う工事 

(7) 助成対象者が所有する敷地内における自家用駐車場の設置、修繕又は補修のた

めの工事 

(8) 住宅への防犯用感知ライト又はフェンスの設置等の防犯機能の付与又は強化の

ための工事 

(9) 庭の緑化及びガーデニング等の助成対象者が所有する敷地内の改修に伴う工事 

(10) 門又は塀の設置又は改修に伴う工事 

(11) その他市長が対象工事として認める工事 

 

（助成金の額） 

第６条 助成金の額は、対象工事に要した経費の１００分の１０に相当する額とし、  
５００、０００円を限度とする。この場合において、助成金の額に１、０００円未満の

端数があるときは、これを切り捨てるものとする。 

 

２ 前項の規定にかかわらず、併用住宅及び併存住宅について、屋根、外壁等居住部分

の改善に当たって、非居住部分を含めた建築物全体の改善が必要であるときは、対象工

事に要する経費に、居住部分の床面積を建築物全体の床面積で除して得た数を乗じて得

た額の１００分の１０に相当する額（その額が５００，０００円を超えるときには、５

００，０００円。）の助成を行うものとする。 

 

（助成の申請） 

第７条 住宅リフォーム資金の助成を受けようとする者は、市長に申請しなければなら

ない。 
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（助成の決定等） 

第８条 市長は、前条の規定による申請を受理したときには、その内容を審査し、助成

の可否を決定し、その旨を当該申請した者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により助成の決定をするときは、その目的を達成するために必

要な条件を付することができる。 

３ 市長は、助成の決定をしたときは、助成を申請した者に対し、速やかにその決定の

内容及び前項の条件を通知する。 

 

（譲渡又は担保の禁止） 

第９条 この条例による住宅リフォーム資金の助成を受ける権利は、譲り渡し、又は担

保に供することができない。 

 

（助成の決定の取消等） 

第 10 条 市長は、住宅リフォーム資金の助成の決定を受けた者が、次の各号のいずれ

かに該当するときは、助成の決定を取り消し、若しくは助成金の額を減額し、又は既に

助成した住宅リフォーム資金の全額若しくは一部を返還させるものとする。 

 (1) 虚偽の申請その他不正の手段により、助成の決定を受けたとき 

 (2) 助成の決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき 

 

（施行の細目） 

第 11 条 この条例の施行に関し必要な事項は、市規則で定める。 

 

附 則 

この条例の施行期日は、市長が定める。 


